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戦後東ドイツにおける

　　　　　　「新農民経営」とその経営構造

典型村ヴェルニッツにおける

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　村 田 武

，，Neubauernbetriebe‘‘und　ihre　betriebswirtschaftlichen

Verhtiltnisse　i難Ostdeutschland　n琴ch　dem　II．　Weltkrieg

　　　　　　　　　　　Neubauern－Beispielsdorf　Geme圭nde　Wernitz

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Takeshi　Murata

　　Dle　Aufgabe　dieser　Arbeihst　die　Analyse　von　den　betriebswirtschaftli’ehen　Verhaltnissen

der　Neubauernbetriebe　im　Beispielsdorf　Wemi鹿．

　　Die　Zusamn｝enstellung　ist　wle　folgt；

　　　Ein｝eitung

IDie　Bode嶽refor鵬und　die　enteigneten　Betriebe　im　Ge！鷺elnde　Wern孟tz

　　1．　1）ie　Bodenreform

　2．　Betriebswirtschaft｝icheVerha’茎tnisse　der　enteigneten　Be宅riebe

II　Neubauernbetr三ebe　u韮d　ihre　betrieSswirtschaft｝ichen　Verh註1tnisse

　　1．Die　Aufteilung　des　Bode獄s　und　die　Neubauernbetriebe

　　2．Die　Bode簸nutzung　und　die　Feldwirtschaft

　　3．　Die　V玉ehhaltロng

　4．Die　Arbeitskr註fte，　die　Masch至nen　u無d　die　Zugviehhaltung

III　Der　Verkauf　vo鷺Erzeugnissen臓nd　das　landw量rtschaft豆iche　Einkomnlen　der　Neubauem．

　　betriebe

　　1．　Die　Ernteertrage

　　2．　Der　Verkauf　vo載£rzeug陰issen

　　3．Das　landwirtschaftliche　Einkom田en（Die　finanzieHen　Ergebnisse）

　　　はじめに

　東ドイツ（ドイツ民主共和国）では、土地改革によって土地を得た農業労働者約11．9万、移住者

Umsiedler約9．1万、計2LO万家族はいわゆる新農民経営Neubaurnwirtschaftとして東ドイツ農業

改革の基幹勢力としての任務を負った。
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　東ドイツにとって、土地改革の成果を確保し、食糧生産の飛躍的拡大をめざすうえで、農業政策

の基本課題となったのが、この新農畏経営援助・強化であった。とζろで土地改革からわずか数年

にして1952年にはすでに、「農業生産協同組合」運動、すなわち農業の協同組合的社会主義的集団化

が開始されたということもあって、新農罠経営については、その農業経営としての実態がわが国で

研究の対象とされることは従来ほとんどなかったといえよう。東ドイツにおける農業社会主義化が

1952年に開始されえた、ないし開始されざるをえなかった政治的・社会的経済的条件を明らかにす

るためには、なによりも反ファシズム畏主主義革命段階とされている1945～49年から社会主義革命

の開始期1949年以降の段階において、東ドイツ農村で進行した農業変革過程を基礎的に分析するこ

とが必要のようである。その際に、農業社会主義化の最初の担い手となり、農業生産協同組合結成

にさいしてイニシエーターとなった新農民経営を、その経営構造のレベルで分析対象とすることは

東ドイツの農業社会主義化を歴史的合法則性の一般的強調によって叙述する傾向の強かった従来の

研究を一歩前進させることができるのではないかと期待している。

　小稿では、東ドイツでの新農民経営調査研究に依拠して、その農罠経営としての生産力的到達段階

を明らかにし、かつその階智分解傾向をみることによって、農業社会主義化の基礎条件を分析する

出発的としたい。

　1948年、当時の農業技術監督周das　Kuratorium　fUr　Technik　in　der　LaRdwirtschaftは薪農畏

経営の強化を促進する施策の～環として、全国で「新農民典型村」Neubauern－Beispielsdorf（各

州で最低1村）を選択し、農業顧問Berat　erを配置するとともに、フンボルト大学・ハレ大学・ロ

シュトック大学などの農学部農業経営学科との緊密な協力のもとに調査活動をおこない、援助策の

策定をすすめた。小稿でとりあげるヴェルニッツ村Gemeinde　Wernitzはブランデンブルク州の典

型村として選択され、フンボルト大学（ベルリーン）農学部によって、1948年以降60年にいたるま

で継続的な経営調査がおこなわれたところである。他の新農罠典型村での調査活動が農業生産協岡

組合運動の開始とともに停止されたのとはことなって、ここでは農業生産協同組合の結成ののちも

櫃励農畏経営、農業生産協國組合の爾方にっいて詳細な農業簿記調査がおこなわれ、その成果が公
　　　　　　（1）
表されている。この調査結果は、土地改革による新農民経嘗の創出をめぐる客観的条件をおさえ、

かつ新農民経営の経営構造を把握するうえで、多くの示唆を与えてくれている。

　ヴェルニッツ村の土地改革による没収大経営の経営構造をまず把握し、ヴェルニッツ村薪農民経

営の出発条件をおさえ、かつ土地改革前から存在した大農経営の構造と比較しながら新農民経営を

みていくことにする。

　　1．ヴェルニッツ村での土地改草と没収農場

　　　1．土地改革
　　　　　　　　〈2）
　ヴェルニッツ村　では土地改革によって3経営（うち2経営は100ha以上層、1経営は1◎◎ha未満

屡）合計397．75haか没収対象となった。3経営の没収地（したかって；：地改・’1｛用地Boden　feRds　〉
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は村の総経営面積673．75haの59％におよんだ。この没収地のうちの246．61ha（62％）は農業労

働者・移住者などに新農民地Neubauernstellenとして配分され、残余の151．15haはソビエトtli

領軍「給養農場」Versorgungsgutとされ、のちの園民所有農場（VEG）の基礎となった。創設さ

れた新農民経営は29声であった。土地改革による農業経営数・土地保有関係の変化は第1一王表の

とおりである。

　土地改革癒前には経営面積100ha以上の大経営（2経営〉のみで、村内の総経営面積の49．4％を

しめていた。さらに20－100ha規模の大農経営が6戸（計280．8ha）存在し、総経営面積の41．7％

をしめていた。このような大経営、大農経営の支配的地位にたいし、5－20ha規模の中小農民層は

わずか4戸（総経営数の17。40／o）で村内の8．9％の土地を保有するにすぎなかった。5ha未満の翻

業経営（平均規模0。95ha）11戸は農業労働者ないし農外賃労働者世帯であった。

　圭地改革はヴェルニッッ村でもいうまでもなく火きな社会的経済的変化をもたらした。村内の農

業経営のなかで支配的地位をしめることになったのは5－20ha焼模の中・1・農民経営であヴて、この

階層は全経営の72．1％をしめ、かつ村内総経営煎1積の45．1％を保有するにいたった。この階層にふ

くまれる経営は家族経営の性格が濃厚で、雇用労働は根菜類Hackfr・uchteのli巴培管理（とくに除草）

労働や収穫労働にさいして臨時的に必要とされるにとどまった。5ha未満層（6戸）は、経営数で

は5－20ha層に次いではいるが、経営癖積ではわずか0．7％をもつにすぎなかった。6戸のうち5

戸は1ha未満の経営で、世帯主は農外に就業する完全な硝業経営である。20－50haの大農経営は

4戸で経営数は土地改革前とかわらない。合計148．73haの経営面積（村内合計の21．6％）をもっ。

土地改革の没収対象とならなかった50－100ha層の大農経営1戸は73．12ha焼模である。　これら

2e－100ha層の大農経営5戸は合計221．95ha（32．2％）の経営面積をしめ、国民所有農場（100　ha

以上層の1経営）よりも大きな1餅責を経営しているのであって、5－20ha屡と比較してみてもその

地位の高さがわかる。大農経営では家族員の自家農業就業とともに恒常的な農業労働者・季節農業

労働者の雇絹を必要とした。ただし20－50ha層では経営主も農業労働に従事したが、50－100ha

層では管理労働に專従するという差があった。国民所有農場は唯一の100ha以上経営（151．92ha

規模）であって、3農場に分割されて経嘗された。

第1－1表　土地改革による農叢経営数・土地保有関係の変化（農網地面積撹摸別（ha＞）

0－5 5－20 20－50 50－100 100一 計

　　　　　　　1945年経営数　　　　　　　1950年 1i

　6

　4

31 4
4
2
1
2
1

23

43

　　　　　　　1945年経當函積

（ha）1950年

10．4

嘆．76

49．8

310．88

懲2．6

1填8．73

138．2

73．22

332．75

15L92

673．75

689．51

（注）玉950年の総経営薇積が1945年に比較して15．76ha増鑛しているのは、土地改革過程での隣村との土地交換
　　の結果による。

（鐵所）　G．M劔萱er，a．a．0。，S．179．
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　　　　　　　　　　　　　　（3＞
　　　2．没収農場の経営構造

　ヴェルニッツ村で没収対象となった100ha以上大経営2経営は、それぞれ197．75ha（以下この経

営をA経営とする）、135．00haの経営藤積をもっていた。もうひとつの没収経営（65ha規模）は戦
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（4＞
犯・ナチ積極分子にたいする没収規定（ブランデンブルク州土地改革令第2条第2項）にもとつい

て没収された大農経営である。

　ここではおもにA経鴬の没収以前の経営構造を検討することによってヴェルニッツ村における大

経営の発展水準をみることにしたい。

　A経営の経営面積197．75haのうち農用地面積は192．5ha（97．3％）をしめ、林地がほとんどな

かったこと、農用地のうち耕地が175．Oha（90，9％）をしめ、草地Grtinlandのしめる比率が小さかった

ことをまず指摘できる。農用地の利用形態からすると根菜・穀物作経営Hackfrucht・Getreidebau－

wirtschaftの特徴をもち、1930－45年平均で、穀物作付比率50％、根菜類40％、ほかは豆類・油

料種子などの作付であった。穀物作付比率が50％水準におさえられ、他方で根菜類が40％にもたっ

していたことは、ヴェルニッツ村の大経営がきわめて集約的な耕種部門を基礎にしていたことをし

めしている。穀物の内訳は小麦50％、ライ麦12％、冬大麦20％、根菜類の内訳はじゃがいも57。5％、

甜菜32．5％、野菜10％であった。耕地はじゃがいも・ライ麦の2年輪作地、および6年輪作地

1．甜菜、2．えん麦・混作、3．じゃがいも、4．冬・夏小麦、5．じゃがいも・豆類、6．冬大麦・冬小麦
　　　　　　　’　　　　　　　　　　　　　　　　（5＞

一
の2輪作体系に区分されて作付された。

　根菜作物の作付比率が高く、かつ化学肥料の投下量も多かったために、1ha当り収穫量は穀物

（1930－40年平均）で冬小麦32．25dt（ドッペルツェントナー、100kg）、ライ麦27．00dt、夏／1・麦

28．00dt、冬大麦27．25dt、夏大麦27．00dt、根菜類（1925－45年平均）でじゃがいも216¢t、甜菜

334dtとすぐれた水準にあった（これらは没収された3経営の平均収穫量）。

　A経営にかぎらず大経営では基本的な生産・販売部門は耕種におかれ、畜産は販売部門としてより

もむしろ地力維持・規則的な有機質肥料の投下に必要なかぎりで経営された。たとえばA経営では

役馬12頭、役牛3頭（役畜合計農用地100ha当り10．1GVE（大家畜単位）、乳牛60頭など牛合計農

用地100ha当り34．7GVE、繁殖母豚3頭、脱育豚40頭など豚合計農用地10◎ha当｝）6．6GVE、家

畜合計農用地100ha当り51．4GVEであり、当時の家畜保有水準からみれば平均的な水準にあった。

　大経営の農業労働力の構成については、3分の2が憧常的労働力で3分の1は季節的労働力であ

った。A経営では平均して年間恒常的労働力14人（その3分の2は雇用労働力）を保有し、耕転・

畜舎労働、トラクター運転などは彼らによってになわれた。岡時に毎年季節労働力として8人が雇

われ、さらにとくに農繁期（根菜類の除草・収穫期を中心に）にはおもに農業労働者の妻たちが非

憶常的季節労働力として6人雇溺された。　A経営の保有労働力（雇用労働力をふくむ）は農用地

100ha当り12．9人（AK）で根菜類作付比率の高さからすると不足するようにみえるが、季節労働

力の効率的な利用によってカバーされ、畠来高・プレミヤ制労賃支払い　　じゃがいも・甜菜収穫

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　へだけでなく鮒菜間引きや堆肥運搬・撒布に出来高欄が、他方で脱穀・播種にプレミア制がとられた
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　　がそのために駆使された。大経営の装備した役馬・トラクターなどの牽引力は、たとえばA経
　　　　　　　　　　　　　　　（6）
営では農用地100ha当｝）11．9ZKEにたっした。その内訳は12頭の役馬（12ZKE）、3頭の役牛

Zugochsen（2ZKE）、1台のトラクター（45馬力）（9ZKE）であった。とくに秋の根菜収穫期に

最大となる牽引力需要はトラクターの奪入によって克服された。夏期の穀物収穫期の労働力需要に

たいしてはコンバインM紬drescherないしトラクター装着刈取機Mtihbinderの導入さらに秋の

根菜収穫にはじゃがいも収穫機、甜菜堀起機など、農業機械の装備において大経営は先頭にたって

いた。

　このような機械力の導入とあいまって形成されたヴェルニッツ村における大経営の根菜・穀物作

型の集約的経営は、土地改革によって創設された新農民経営にとって、地域の農業生産力・経営形

態の典型として、自己の経営を合理的な経営組織として発展させるうえで重要な自標を提供するも

のであった。

　　II．新農罠経営とその経営構造

　　　1．土地配分と新農罠経営

　ヴェルニッツ村では土地改革によって土地配分をうけ新しい農場を開設したのは合計29家族にの
　　　｛7）

ぽった。うち戦前からの村内定住者21、移住者8であった。村内定住の21家族のうちでは農業労働

者家族が16をしめた。移住者のうちでは農民が5で過半数であった。農業以外の部門の就業者で土

地配分をうけたのが7家族（新農民の24．1％）にのぼり、職業別には第亙1－1表のとおt）であった。

土地改革直後にはこれら新農民の経営面積は合計282．54ha（平均9．74ha）であった。

　しかし、29戸の新農民経営の1946年かち1950年までの経営者交替はかなり激しいもので、まず19

46年には1戸が経営放棄のため再配分され、1948年2経営、49年1経営、50年には1経営でそれぞ

れ経営者が交替した。第II－1表にみるとおり、かって農業労働者・店貫・靴屋であった新農民家族

が経営を放棄し、移住者（しかも1945年以前はオーデル・ナイセ河以東tLk域で農罠であった）があ

らたに新農民経営者となったのである。

　　　　　　　　　　第H－1表　土地改革によって薪農民地の配分をうけた者

　　　　　　　　　　　　　　　および1950年の新農民経営者のかっての職業

土地改革当時（1945年〉 1950年

村内定住者 移住者 計 村内定住者 移住者 計

農　　　民 一
5 5

一
10 10

農業労働者 16 1 17 13
一

13

店　　　舞 1
罰　

1
… 一 …

靴　　　屋 1
一

1
一 一 一

鍛　治　屋 1
　

1 1
一

1

運輸労働者 一
1 1

一
1 1

弁　戸　堀 一
1 1

…
1 1

国鉄労働者 2
一

2 2
～

2

計 21 8 29 16 12 28

（出所）G．Mtiller，　a．　a。　O．，　S，　i79．ただし一部を撫工。
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　土地改革直後の東ドイツ農業政策の基本黛標は、土地改革の成果を確保し、新農畏経営の援助・

経営強化を通じて食糧生産の拡大をめざすことにあった。新農民にたいしては、国家の融資（新農

民融資）Neubauemkredltを通じて住宅・経営用建物の建設、農業生産手段の供給に力が注がれた。

他方で欄々の経営の農業生産については、国家機関による作付計画の指示統制がなされ、農用地颪

積規模に照応した農畜産物供出義務が課せられた。敗戦にともなう激烈な食糧難～東ドイツでは

痘接間接の戦災による農業生産ことに蓄産の衰退と農産物流通機講の解体、他方ではオーデル・ナ

ィセ河以東からの避難罠・移住者をはじめ食糧需要人口の増加による　　のもとで、国家機関（占

領軍当局）の農産物調達による都市住民への食糧配給量の確保、農産物市場価格の安定を旨的とし
　　・　．　・　…　　　　。　．　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（8）

＿て農産物部分供出欄Te重lablieferungssyste搬が導入された。この農産物部分供出棚は農用地保有

者すべてに農用地繭積に照応した供出量を規定し　　ヴェルニッツ村における農産物供出義務平均

基準は第II－2表のとおり一、供出農産物にたいするいわゆる「調達価格」ErfaSSURgspreisと、義務

供出量を超過する農産物（いわゆるfreie　Spitzen）にたい向る国営農産物調達機関ErfassungSstel圭e

や公設の農民市場Bau　ernmarktでのいわゆる「買上げ緬格」Auikaufpreisを設定した。農産物供

出剃がファシズム期の強制全薗供出から部分供出制にうつり、農産物の自由販亮の遵がひらけたこ

とは農罠にとっては有利な条件がつくりだされたわけである。しかし、「調達髄格」が1944年の農産

物生産者価格水準に据え置かれ、「買上げ緬格llは「調達緬格」に比較すれば穀物やじゃがいもでは

1．52倍、肉類など畜産物では3～4倍の高緬格であったが、統制纐格にはちかいなかった。畜産

物については、農用地面積規模に応じて一定量の屠畜・牛乳・卵・羊毛などの供出が義務づけられ

たので、一礪では部分供出制によって農民は牛・豚・鶏・羊の飼育を義務づけられたという姓格も

もっている。ソビエト占領軍によって農産物のやみ市は厳重に規剃され、公然たるやみ市は出現し

なかったが、農民にとっては消費者との物々交換、交通規制のなかった西ベルリーンのやみ市での

高価格販売が可能であった。したがって農罠はのちにみるように、供出量をできるかぎりおさえ、

供出義務超過分を確保することに、また稲対的に価格の有利な畜産物生産のために穀物、じゃがい

もなどを自家飼料とすることに最大の経営関心をもったのである。

　　　　　　　　　第H－2表　農産物供出義務平均基準　（ユ950年　ヴェルニッツ〉

穀　物　じゃがいも　独料植物　豆　類 肉（王OCk9）牛乳（k9＞卵　（個）
経営面積
（農用地込a＞ 作付諭積1ha当｝）100kg 農用地1ha嶺り

5　－10

10－20

6．96

10．90

52．9

96．1

5．8

6．4

3．9

4．3

0．26

0．30

152

182

51

65

（出駈＞　G．Mtiller，　a．　a．0．，　S．208．

　　　2．新農罠経営の土地利用と耕種部門

　土地改革によって1945年に合計246．61haが29戸に配分されたことはすでにみたとお1）である。

配分された土地面積を単純単均すれば1戸あたり8．5haであったが、土地配分をうけた村内定往の
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農業労働者などのなかには零細地を保有していた者も存在したので、改革直後に新農民経営29戸は

合計282．54ha、1戸あたり平均9．74haの経営面積をもっていた。　e9　II－3表は1949／50～51／52年度

にわたる3年度の農業簿記調査結果にもとついて5－20ha層（「勤労農艮層」）一一調査年度にょっ

て調査対象戸数がことなるがすべて新農民経営である一および2e－5◎ha層（大農層）の4薄に関

する経営面積とその利用状況の平均値をしめしたものである。

　　　　　　　　　　　第li－3表経営面積とその利周状況

5－20飴層　（薪農民経営） 20－50熱層（大農）

1949／50年度 1950／51年度 1951／52年度 1950／51年慶

薗積ha　　比率％ 面積ha　比率％ 瀟責ha　　比率％ 諏積｝聡　　比率％

耕　　　地

牧　草　地

放　牧　地

圏　　　地

8．52　　89，9

0．68　　　7。2

0．25　　　2．6

0．03　　　0．3

8．67　　88．0

1．06　　10．8

0．08　　　0．8

0．04　　　0．4

7．43　　91．3

0．56　　　6．9

0．08　　　1．O

G．07　　　0．8

3ヱ。29　　87．7

4．18　　1L7

　　－0．21　　　0．6

農　罵　地 9．48　　　84．9 9．85　　87．6 8．14　　83．3 35．68　　94．2

林　　　地
屋敷地・道路ほか

1。49　　13，3

0．20　　　L8

1．17　　　10．4

0．22　　　2．0

1．44　　14．7

0．19　　　2．0

L75　　　4．6

0．44　　　12

経営顧積 11．17　　100．0 1L24　　100，0 9．77　　100．0 37．87　　100．0

（注）1）各年度において調査戸数がことなるのでここで示しておく。

　　　5－20ha贋にっいては1949／50年度5芦、50／51年度13戸、51／52年度15戸。

　　20－50ha贋については4戸（全戸）

　　2）比率は耕地～圏地は農規地にしめる比率、農用地以下は経営面積にしめる比率である。

（出所）　H．Spriewa圭d，　a．a．0．，　S．21a．

　1949／50、50／5ユ年度でまず新農罠経営の土地面積規模をみると、この時期には平均して11ha余の

経営面積とな｝）、そのうち約9．5～10haが農用地であったことがわかる。しかしG・ミュラーによ

れば1950年には21戸の新農民経営の経営颪積には7．90～12．80haの差があり、農用地には6．33～

11．21haの差があった。農用地面積のこのような差異は1946年から5◎年にいたる時期の農月彗地の追

加借地による規摸拡大傾向によって発生した経営間の面積規模の格差をしめしている。（農用地を

のぞく経営面積一一林地など一一には経営間の差が小さい。これは土地改革による林地配分が均等

であったこと、および改革後に林地面積については経営間で変化が少なかったことによる。）

　ただ、新農民経営の土地面積の動向については農産物供虜義務が農用地面積規模に応じて格差づ

けられていたことによる劉の傾陶も指摘しなければならない。農用地薦積ないし作付面積あたり義

務供出量は経営規模の上昇に比例して高率であった（第II－2表参照）から、経営規模がより大き

い経営は小経営に比べて、より高率の供出義務を負っただけでなく、通常家族員数も多く、それだ

け自家消費量Hausverb　rauchsmengenも大きかったので、慮由販売分が規模の小さい経営よりも

少ないという事態が発生した。ここから、経営規模を拡大していた新農民も　また旧農罠も農用地

面積規模を原則的に10ha水準にまで縮小して供出義務のより低率な階層にとどまり自由販売量を
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ふやそうとしたのである。第｝1－3表の1951／52年度の5－20ha層農用地が前年と比較して縮小して

いるのは主にこれによっている。

　農用地にしめる耕地の比率が90％前後ときわめて高く、草iL£　Grtinland（牧華地Wiesenと放牧

地Weiden）の比率が低いのは、没収大経営でみたとおりこの地域の土地条件を反映したものであ

る。

　ところで、農民経営にとって、その農地の住居からの距離および分散の度合いは労働生産性を高

めるうえで大きな問題である。土地改革の実施にさいしては、新農民にとって最も良好な耕区状態

Fiurlageが得られるように計画されたのはもちろんであるが、没収経営の土地の位置・輪作耕圃区

分が無視できなかったので、新農鷹に配分された土地の住居からの距離Feldentfern囎gと耕地片

tw　Ackerstljcke，悩別農土也規模die　Gr6βe　der　einze！Ren　Parzellenには網当の問題が残らざるを

えなかった。農地の66％は住居から1km以上の路離にあ｝）、19．4％は2．5km以上もはなれていた。

のちにみるように新農民の牽引力の中心は馬または牛であったこと一とくに乳午を役畜として利

用しているばあい一によって、移動のための時間は重大な問題となった。また土地改革にさいし

ては、個々の土地取得者は一般に一団地にまとまった土地ではなく、いくつかの団地に分散した土

地が与えられた。これは各土地取得者の土地条件をできるかぎり均等にすること、および没収縫営

の輪作耕瞬区分からおこる差鋼を少なくすること一土地配分のおこなわれた1945年10月には冬穀

物耕圃はすでに播種されており、他方で根菜・夏穀物耕圃は休閑地となっていた一からやむをえ

ない土地配分であった。分散した地片を4～7うけとった農民がヴェルニッツ村では8割にのぼる。

また地矯の颪積規模をみると、3分の2以上の地片（礪積比率77．6％）は1．5ha以上の面積をもっ

ていたが、面積比率ではわずかとはいえ0，5ha未満地片が10（地片比率11％）、0。5～1ha地矯17

（同20％）であった。（第II－4表）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ke）
第H－4表　新農提に配分された地焼の函積規模

規模（ha＞ 地片数 総醗鄭a＞ 比率％

一
〇．5 10 4．35 2．7

0．5－L5 17 13．85 8．婆

1．0－1．5 14 18．50 1L3

1．5－2．0 13 23．85 14．6

2．0－2．5 14 30．93 18．8

2．5－3．0 10 28．27 17．2

3．0一爆．0 3 10．5ヱ 6．婆

4．0－5．0 3 14．10 8．6

5．0－6．0 2 11．64 7．1

8．0－9．0 1 8．11 4．9

計 87 164．11 ユ00．0

（出戸斤＞G．Mti｝韮er，　a．a．0．，　S．210．

　つぎに新農民経営の耕地利用をみよう。　（第！1

－ 5表）耕地はおもに穀物および根菜作に利用さ

れてお｝）、前者は50％強、後者は30％をしめる。

耕地利溺形式からすれば、経営形態はかっての大

経営と同じく根菜・穀物作経営とみなされうる。

（根菜類の作付比率からすれば20－5◎ha規模の大

農経営は5－20ha層よりも低い。大農経鴬の耕種

部門の集約化は没収された大経営よりも高くない

ことをしめしている。）新農畏経営にとっては、穀

物作をおさえ、労働力の許容するかぎり根莱など

の労働集約作呂の作付比率を拡大することに経営

努力がむけられた。とくに畜産部門の強化が農産

物販売額上昇のかなめであったので、〔畜産部門
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の強化〕→〔有機質肥料の還元拡大〕一一・eF〔根菜作拡大・自給飼料確保〕のサイクル（畜産・耕種商

部門の集約度肉上）に経営強化の基本的方向が存在した。しかし、耕地の30％以上に根菜を作付す

ることは家族労働力の比較的少ない経営にとっては、肥培管理・収穫における労働力需要が大きす

ぎ、根菜のなかでは甜菜よりも相対的に粗放的なじゃがいも作（じゃがいもはのちにみるように畜

産とくに養豚用の自給飼料）を増やすことで労働力薦の困難を團避しょうとした。

　穀物作のうちでは冬穀物の比率が高い。冬穀物の夏穀物にたいする版量の柑対的高さと安定性、

ならびに労働力配分の観点から夏穀物の冬穀物への切りかえ、または労働力に余裕があるばあいに

は夏穀物の根菜作への転換が進行した結果を第H－5表はしめしている。なお冬穀物のなかでは弓

イ麦から単位面積あたりの収量の大きい小麦への作付転換がすすんでいる。

　　　　第1王一5表　　彩捗也作皆寸比率（％〉

5
一
20ha 層 20－50ha層

1949／50 1950／51 1951／52 1950／51

冬　　　　穀　　　　　物 43．6 38．2 38．8 44．0

夏　　　　穀　　　　　物 11．4 15．8 14．0 10．4

（穀　　　　物　　　　計） （55．0＞ （54．0＞ （52．8） （5護。4）

豆　　　≡矯≡｛　。　学由　　　料　　　季直　　　物 6．8 7．5 7．4 9．6

野　　　　　　　　　　菜 3．4 L9 3．2 2．5

じ　　ゃ　　が　　い　　も 16．5 16．6 16．4 15．2

甜　　　　　　　　　　菜 11．2 U．0 12．6 9．6

飼　　　料　　　根　　　菜 2．5 3．2 3．0 2．3

（根　　　　莱　　　　計） （30．2） （30．8） （32．0） （27．1）

飼　　　　料　　　　Ackerfutter 4．6 5．8 4．6 6．4

耕　　　地　　　合　　　計 100．0 100．0 100．0 100．0

冬　　　　　　　　其月　　　　　　　｝琶コ　　　　　　　イ乍
3．9 4．1 荏．2 0．8

W隻臓terzwischenfru・ht
穀物作等混作U獄tersaaten 0．6 1．4 1．5

…

穀物後作Stoppelsaaten 2．0 1．6 3．7 5．6

（間　　　　　　　　作　　　　　　　　壽一D （6．5） （7．王） （9．4） （6．4）

（出所）K．Spriewald，　a，a．0．，　S．29

　豆類および漉料植物は義務供出および自家消費思的のために作付されたが、土地肥沃度向上にと

って意味をもった。野菜（キャベツ・ニンジン・カブなど）は作付比率は小さいが農産物販売額に

とっては無視できない。しかし、根菜類と労働力面で競合関係にあったので作付増は困難であった。

申間作の拡大（自給飼料拡大）をも新農罠は経當拡大の一一｝kとしてとりくんだ。冬期間作が耕地の

4％にたっしているのは、とくに後作のじゃがいも収穫高を引上げるためのものであった。

　ところで新農民経営の耕地利用の最大の問題は、ほとんどの経営で輪作体系が確立されていなか

ったことである。耕地が毎年くりかえし、異なった面積の地片（耕圃）に区分され、「嗣等の面積を

もった耕圃区分がなされず、新農畏は2・3年もすると各耕圃の前作がなんであったかをほとんど
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　　　　　　　　　　m）
正確に記憶していない」というありさまであった。したがって、「新農罠は（輪作の）見通しをもっ

ておらず、前作効果　Vorfruchtwirkungの利胴の可能性を失っていたし、新農民に個々の作罠の作

付順序をたずねても明確な回答をうるのはきわめてまれであった。並存しようのない誤った輪作が

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　働
それと知らないまま2度3度さらにもっとくDかえされた。」

　薪農畏経営がその耕種部門において大農に劣らない集約度にたっしていたとしても、輪作俸系、

したがって長期的な見通しにたった土地肥沃度の確保・改善については大農とは比較にならないほ

ど遅れていたといえよう。大農経営は長年の経験にもとずいて、確圃たる輪作体系をもっていた。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（13＞
土地条件に旛じてそれは以下の3群の輪作であった。

①　じゃがいも　　冬ライ麦　　ルピナス

②　じゃがいも一冬・1・麦一冬ライ麦・冬大麦　根菜一えん麦一混作　冬ライ麦

③　根菜一夏大麦一飼料一一じゃがいも一冬小麦

　またムラサキウマゴヤシが数年闘にわたって飛耕圃Springschlagに作付された。このような輪

作体系においては土地条件に適合した作物が選択されていたし、また作物問の関係、労｛動力需要の

側面もよく考慮されたものであった。

　　　3．　達茎産差郁F弓

　新農罠経営の経営構造にとって決定的な要素となるのは家畜の保有規模である。20ha未満の申小

農民経営にとって、1945－50年段階での基本的な牽引力は畜力（とくに馬）であったし、罵畜とし

ての肉牛・乳牛・豚などは中心的な農産物販売収入源であるとともに、飼料の確保の必要性を通じ

て耕地の作付比率に決定的な影響を一与えたのである。燗々の新農畏経営の家畜保有の大きさが経営

間の発展水準の差異を生みだしている。

　5－20ha層の家畜保有は1949／50年度から51／52年度にいたる3年間に農用地10ha当り大家畜換
　　　　　（14｝

算で6．2GVから9．4GVに上昇した。大農経営（1950／51年度）のそれが6．6GVであったことと比較

しても、ヴェルニッツ村新農災経営が、この時期にはすでに家畜保有においては平均してかなりの

水準に到達していたことがわかる。

　新農民は馬を農鰐地10haあたり1．4～1．9GV保有し、主要な牽引力として利用した。通常1．2頭

の中程度の体重の役馬mittelschwere　Arbeitspferdeを保有し、雌罵Stuteのあとから子馬Fohle

も牽引作業に動員した。大農のばあいには、5頭の中程度の、1頭の軽体重の役馬leichte　Arbeits－

pferdeを保膚（農用地10ha当1）ではL6GV）していた。

　用畜で最も重要であったのは牛の飼育であった。新農罠の牛飼育の拡大努力は牛の保有が平均

3．5GV（農絹地10ha当り）から4．9GVに上昇していることによみとれる。大農も4．1GV（岡）の牛

を保有し、当時の農民経営にとって牛のもつ意義の大きさをしめしている。礪畜としての牛のな

かでは乳牛の位置が高く、新農民は実頭数では1949／50年度2頭、51／52年度には2．7頭を保有し、

当時の東ドイツの水準ではヴェルXッツ村新農民はすでに「満足できる状態」にあった。村内の薪
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農民経営の乳牛保有実頭数は最高で4頭であって、この水準が当爾の到達E標であった。ただ、牛

の飼育拡大にとって最も大きな問題であったのは、役馬との畜舎・飼料での競合であり、この意昧

でも役馬のトラクターへの転換は新農民経営の強化にとって大きな意昧をもったのである。大農経

営も実頭数で8頭と乳牛保有では新農民と同様の努力をしていた。なおヴェルニッツでは放牧地

Weidelandがほとんど意味をもたなかったので、集は年間を通じてほとんど舎飼いされた。

　　第II－6表　家畜保有（実頭数および農用地10ha当り大家畜換算GV（頭数）、粗飼料需要大家畜換算頭数〉

家　畜　実　頭　数 大家蓄換箕／農用地10ha 粗飼料需要大家畜換算ノ農屠地10ha

5－20ha層 2〔ト50ha 5－20ha層 2昼一50熱 5－20ha層 20－50k＆

19壌915050／5王　51152 50151 1949／5050151　51152 50！51 194915G　50／51　5玉152 5015玉

馬　合　計

　うち役馬

牛　（用畜）

　うち乳牛

豚

　うち愚豚

季・珪1羊

1。4　2．O　L6

L2　L7　1．4
4．0　4。9　4．7

2．0　2．5　2．7

9．7　10，4　12．3

1．4　L2　2．1

L6　22　　2ほ

6．0

6．0

20．0

8．0

3LO
3．0

2．0

1．4　1．9　L9

1．3　L6　1，7

3．5　3．9　4．9

2．1　2．婆　3，3

1ユ　　1．6　2．4

0．4　0．4　0。8

02　　02　　0．2

1．6

1．6

4．1

2．2

0．8

0．3

0．ユ

0．7　0．9　0．9

0．6　0．8　0。9

3．5　3．9　4．9

2。1　2。婆　3．3

0．2　0．2　0．3

0．1　0ユ　0．2

0．工　02　　0．2

◎．8

0．8

4．1

2．2

0．ユ

0．1

0

計

一一…
～ 6．2　7．6　9．4 6．6 4．5　5．2　6．3 5．0

（注）織飼料需要大家畜単位は大家畜挙位から、馬0。5、牛（用畜）ユ．0、離07、舞豚0．2、その他の豚0．1で算出

（出所）　K．Spriewald，　a．a．O，，　S．24a．

　養豚は、肥育豚の出荷までの生産期間の短かさ、および販亮価格が有利であったために急速に拡

大された。また養豚は牛・羊飼育など他の畜産部門とことなって、じゃがいもと穀物および家庭廃

棄物を飼料としたことによって畜産部門間の競合関係にたつ割合が少ないということも養豚規模の拡

大を可能にした。1951／52年度とは実頭数で平均12。3頭（うち母豚2．1頭）の規模にたっしていた。

なお大農経営では戦葡に慮給用としてしか養豚をおこなっていなかったために服育豚用の豚舎がな

く、仔取りSchweinezuchtが主であった。

　＄の保有は農民経営の拡大にとっての意義を基本的に喪失しており、新農民経営のこの部門は一

般に羊毛供出義務に対応したものにすぎなかった。新農民にとっては羊飼育は乳牛飼育と飼料・畜

舎での競合関係にあったのでなおさらであった。山羊の保有は（通常1～4頭保有）は自給用の牛

乳不足に対処したものであった。かくしてヴェルニッツ村の新農民経営では乳牛飼育に力が注がれ

るとともに、急速な経営拡大をめざして養豚部門の拡大がはかられ、これが農業所得の拡大に大き

く寄与し、かつ経営間の経営講造の差および農業所得の格差拡大の基本的要因となった。H．シュ

プリーヴァルトによれば、当時としてはヴェルニッツ村の新農罠経営の家畜保有は、東ドイツ全国

の新農民経営のなかでも優れた水準にたっし、かつ飼料供給の薗からすれば最大限にまで拡大され
　　　　　　　くls
ていたとみられる。第II－6表にしめした「粗飼料需要大家畜」保i9　Rauhfutterfressende　V三eh－

bestandの増大は、家畜保有の粗飼料（緑飼料・乾草・ワラ）生産への影響をしめしている。
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この時期、新農民の農用地の平均15－20％が主飼料生塵地Hauptfut乞erf盗cheとして利用されたが、

ll・1にこれは永年牧草lgl　Dauergrlinlandであり、耕地での緑飼（とくにムラサキウヤゴヤシ栽培

Luzemeanbau）は不十分であった。ワラ（飼料用および畜禽胴）については不足，するばあいは村

内の大農や国営農場から購入することができた。

　　　4．労働力・機械科絹・畜力

　新農民経営は1949／50年度には平均4．0人（AK）、51／52年度には3．6人（AK）の労働力をもってい

た。うち恒常的労働力（すべて家族貝）は、それぞれ3．4人、2。9人（AK）であった。榿常的労働力

として就業できる家族輿は減少傾向にあったから、季節労働力のより多くの充当でカバーされた。

季節労働力もその半分は若年または老金の家族員によるものであった。若年の家族員によるもので

あった。若年の家族貝は農繁期にのみ両親の経営で働き、その他の蒔期には自家農業外で賃労働者

として働いた。季節労働力の他の半分は雇用労働力であった。

　大農経営のばあいには、平均して7人の瞳常的労働カーうち4人は家族翼、3入は賃労働カー

一およびL2人の季節労働力（これはすべて賃労働力）を保有していた。労働力のうち半ばは雇用労

働力に依存している。労働力の家族買と雇胴労働力との関係において大農経営が賃労働関係ぬきに

きには存立しえなかったのにたいし、薪農民経営の家族経営としての性格は顕著であった。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　繭
　しかし新農民経営の家族員構成については次のような特色を指摘しておかねばならない。

　大農経営においてはその家族員（したがって家族労働力）は多様な年金構成（老令贋から若年層

までの）をもっていたのにたいし、新農民経営ではしばしば成長した子弟ないし老令者が欠顛して

いた。すなわち家族員が2世代以上の構成をもたないことが多かった。これはかっての農業労働者

や移住者が薪農民経営家族の多数をしめたことから説明できるのであるが、このような事情は労働

力面での家族経営としての強みを発揮するうえで困難な経営が存在したことの要因となった。新農

民経営を強化していく方向は経営集約度の向上、ヴェルニッツ村では具体的には耕種部門における

じゃがいもなど根菜類の作付比率を高め、これを基礎に酪農・養豚など畜産部門の拡大をはかるこ

とにあった。家族経営の集約化は労働力側面からすれば、家族員の分業を基礎にするのであるから、

新農民経営のなかに家族労働力構成が上述の特徴をもっていたことは、大きな阻害要國とみなけれ

ばならない。

　新農民経営の労働投下蟻をみよう。第II－8表は農用地1ha当りの労働力投下（AKh完全労働

力投下時闘）を作業種類別にあげたものである。農用地1ha当1）の総労働時間は最も低い1950／51

年度で1，325時間、最も高い1949／50年度で1，428時間にのぼる。うち農業労働は880－890時聞

（総労働時間の62－67％〉である。農業以外の労働時閣が435－548時闘にもたっするのは、林業労

働、建築労働、自家農業外での被雇用の大きさをしめしている。’しかし、佐宅・畜舎等の建築労働

は1951／52年度にはほぼ終了しつつあったので農外労働時問は減少の傾向にある。農業労働では農

塘での作業Auβenwlrおckaftが436－482時間（農業労働時間合計の49－54％）をしめる。耕種部
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門の集約化にともなって、かつ機械化の不十分さによる手労働｝｛蝕darbei£支嶺の大きさによって

これほどの労働時間となったものである。1951／52年度の農地作業蒔閣の低下には、MAS（機械貸

与ステーション）の機械利用の増大の効果がすでにみられる。農場麗敷地労働1轟ne無wirtscha｛tが農

業労働時聞の半ば近くをしめるのは、畜産の伸びによる畜舎労働Stailarbeitの増撫によるところ

が大きい。

　　第H－7表　労働力保有

5－　20ha層 20－50トa層

ユ949／50 50／51 51／52 ユ950／51

恒常r的労働力　（AK）

季節的労働力　（AK）

3。5　85．◎％

0．6　　15．0

3．0　83．3％

0．6　　16．7

2．9　80．6％

0．7　　19。4

7．0　　85．4

1，2　　14。6

合　　　　計　　　（AK） 4．0　100，0 3．6　100．0 3．6　100．0 8。2　100，⑪

農用地1舳a当り労働力（AK） 4．2 3．6 4．5 2．3

（注）AK（完全労鋤力）とは年問300厳就業の労働力をいう。

（出所）　H．Spriewal（1，　a．a．O．　S．38．

第H－8表　労働力投下量（農罵地1ha当り完全労働力投下隠問AKh＞〔5　一　2Gha層について〉

1949／§Q 1950／51 1951／52

　　　農粟労鋤にAKh　　　しめる比率％ 　　　農業労鋤にAKh　　　しめる比率％ 　　　農業労働にAKh　　　しめる比率％

畜　　　　舎　　　　労　　　　働

崖　敷　地　内　労　鋤　Hofarbe琵

脱　　　　　　　　　　　　　穀

326　　37，0

78　　　8．9

31　　　3．5

304　　34．2

69　　　7．7

35　　　3．9

336　　37．9

80　　　9．◎

34　　　3．9

屋敷地での作業計1nnenwirtschaft 435　　　49，4 408　　45．8 450　　50．8

播種　ま　で　の耕地作業
播　　　　　　　　　　　　　種

肥　　　　培　　　　管　　　　理

収　　　　　　　　　　　　　穫

輸　　　　　　　　　　　　　　送

65　　　7護

28　　　3．2

121　　　13．8

161　　　18．3

70　　　7．9

70　　　7．9

24　　　2。7

103　　　11．6

207　　　23．2

78　　　8．8

57　　　6．4

21　　　2。4

91　　　1G．3

181　　　20．婆

86　　　9．7

農地での作業計Auβe韮wlrtschaft 445　　　50．6 婆82　　54，2 436　　49．2

総労鋤時閣に

しめる比癖％

鞭労働時閥に

しめる比率％

総労鋤時腿に

しめる比串％

農業労働投下計Landw．　Auξwa撮

農外労働投下計auβerlandw・Aufwa屈

880　　61．6

548　　38．屡

890　　67．2

435　　32．8

886　　65．5

467　　34．5

労働投下合計（総労働時間） 1。428　　100．0 1，325　　ユ00．0 1．353　　100．0

（出所）　H。Spriewald，　a．　a．0．，　S。44．

　さらに労働時間を1労働力あたり（年間）でみると第II－9表のとおりである。なるほど1労働

力あたり年間労働時間は1950／51年度の3，625時問から、51／52年度の3，◎59時間へ低下しはじめ

たが、一それでも1労働力の就業を最大PR　300日とすると1臼10時闘をこえる　　農毘経営での
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正常な労働時問を年間1労働力あたり2，100時問とすると、これを大rbにこえる過重労働であるこ

とにはちがいない。

　　　　第II－9表　1労働力あたり年間労働時間（5－20ha層について〉

　

1949／50 50／51 51／52

1経営あた　り保膚労働力（AK）
1経営あたり投下労働晴間（AKh）

　　4．0

13，537

　　3．6

13，051

　　3．6

11，013

1労鋤力（AK）年闘労働暁間（AKh）

1労働力（AK）年間正常労働時聞（AKh）

3，384

2，100

3，625

2ユ00

3，059

2，ユ00

過　　重　　労　　働　　率　　（％） 61．2 72．6 45．7

（磁所）　H。Spr圭ewal（1，　a．　a．0．，　S．46．

第H－10表　1経営あた｝）MASのおこなった作業（5－20ha層について）

1949／50 50／51 51／52

ha　　　％ ha　　％ ha　　％

耕　転　Pf韮髄ge織

穀　物　刈　取　り

飼　料　刈　取　り

脱　　　　　　　穀

1．6　　　18．8

0．3　　　6．0

＿一一　　　82．0

1。6　　18．6

0。4　　　8．2

0．2　　　9．4

－　　　84．0

1．9　　25．7

1，3　　30．2

0．2　　　17．9

－　　　87．0

（患所）　H．Spriewald，　a．　a．0．，　S．48．

　新農民経営にとって農機具の装備は1950年当時いぜん困難であって、中古農機具の購入が中心で
　　　（10

あった。この時期、ヴェルニッツ村の新農罠は通常1～2台のすきP恥ge，同じく1～2台のハu

－ Satz・Eggen，1個の土寄せすきKaufelpflug，1台の鉄車輪荷車、1台のゴム車輪荷車をもつにす

ぎず、脱穀機（1時間1トン能力）や電動機、飼料裁断機撚chse韮瓢asch三肥を保有したのは新農

民経営のうちわずか1戸にすぎなかった。大型農業機械一脱穀機Dreschkasten，播種機Drill－

ma＄chinen，　刈取機Mahbinder，飼料測取機Grasmaherなど一はMASないし農幾互助委

翼会VdgBのものを利用するか、旧農民（とくに大農経営）に賃借する以外になかった。

　新農墨経営の牽引力は主に馬によっていた。（この時期には新農民にかぎらず大農経営も100ha

以上の大経営とはことなって牽引力としてトラクターをもっことはほとんどなかった。）すでにみた

ように、この時期には新農畏は通常1～2頭の役馬を保有していたので、乳牛の牽引力としての利

用KuhaRspannungはみられなくなっていた。1頭しか馬をもたない経営（G．醗11erによれば調

査21楼営のうち16経営）では、2頭の役畜が必要な農作業を当初は共同でおこなったのであるが、

この段階ではMASのモーター牽引力の利用に主に依存している。しかしMASの装備はいぜん不

十分であったので、各経営は畜力の自己保有を馬2頭規模まで充実する努力をせざるをえなかった。

　MASのトラクターによる耕転・収穫は毎年強化されたが、全作業にたいする比率ではいぜん低

い水準にあった。脱穀作業だけは主にMASの脱穀機で90％近くまでなされるにいたった。（第II－1◎表）
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　　III．新農民経當の農産物販売と農業所得

　　　1．作物収穫量

　気象条件の差によって作柄には各年度で大きな変動があるのが特徴である。第III－1表は新農民

経営の作物収穫量の水準を大農経営、さらに没収された大経営の戦莇水準と比較したものである。

穀物では1949／50年度には、冬ノ1・麦だけが戦前水準にたっしており、5◎／51年度にはすべてが戦前

以下、51／52年度では冬小麦・冬大麦・えん麦が戦前水準よ1）も高収量であった。じゃがいもは50／

51年度に203dt（ドッペルツェントナー、100kg＞水準となりかなりの収穫量であったが、それで

も戦繭水準には達っしていない。甜菜は50／51年度には356dtで戦蘭水準を上回った。大農経営と

比較（1950／51年度）すると、冬穀物では劣り、根菜類で優る面積あたり収穫量をあげた。この時

期には新農民経営では輪作体系が確立されていないこと、化学肥料投下がきわめて不十分であるこ

と、さらに種子・品種の選択が十分1こなされていないといった諸原困1こよって、いぜん不1‘分な収

量にとどまっていたとみなければならない。

　しかも聞題は新農民経営個々のあいだに大きな収量の格差がみられたことである。G．漁11erの

1950年の調査によれば、冬穀物では経営間には1ha当り15dtから29dt，夏穀物では17dtから24dt

もの格差があった。甜菜のばあいも200～400魔，じゃがいもも140～280dtと格差はきわめて大き

かった。ヴェルニッツ村の新農民経営は気象・土壌条件など岡一・立地条件にあったのであるから、

冬作欝での上述の収量差は、主に家畜保有の差による有機質肥料の投下量の差、化学肥料投下量の

差、さらには輪作の状況、栽培技術の差によってもたらされたと考えられる。

　なお、乳牛1頭あたり年開搾乳量は戦前の没収大経営の水準が3，100kg（脂肪3．5％〉であったの

にたいし、新農民のそれは1，600～2，700kgの水準でいぜん低水準にあった。

第III－1衰　作物収穫選（作付爾積1ha当りdt　＝　100kg）

5－20ha層 20－50ha磨 戦萌水準
1949／50 50－51 51／52 1950／51 （没載大経営）

冬　小　麦 3L4 26．8 33．0 29．0 30．0

冬ライ麦 25．6 23．2 25．2 24．0 28．0

冬　大　麦 26．9 26．1 32．1 29．0 30．0

夏　小　麦 … 36．0 一 一 一

夏　大　麦 20．9 27．2 27．2 25．0 30．0

え　ん　麦 22．4 30．0 31．9 27．0 28．0

穀物混作 24．0 26．6 29．7 … …

笠　　　類 18．0 14．6 12．8 16．0 一

じゃがいも 188．7 202．6 1荏6．5 180．0 210．0

甜　　　菜 231．2 356．1 299．1 300．0 320．0

飼料根菜 482．6 468．8 425．5 400．0 一

な　た　ね 24．7 10．9 14．6 U．0 18．0

（tl．yiji『）　　H．　Spriewakd，　a．　a，0．，　S．53．
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　　　2．農産物の販売

　すでにみたように戦後の東ドイツ農民は農産物の部分供出制のもとにおかれており、供出義務を

達成したのちの超過分のいわゆる「買上げ髄格」での販売、さらに相対的に価格の有利な畜産物の

販売に力を注いだ。その結果が商品生産物（marktftihige　Erntemengen）の販売率によくあらわれ

ている。（第III　－2表）

　　　蜘11－2表　商品生産物の利用方法（5　－20haeeについて）　　　　　　　単位：％

1949／50 1950／51 1951／52

1 2 3 4 1 2 3 4 1 2 3 4

穀　　　物

豆　　　類

油料植物
じゃがいも

穂　　　菜

27．0

86．4

79．8

28．1

96．0

9．2

3．7

20．2

5．9

LO

6．2

9．9

－

12．7

…

57．6

…

－

53．3

3．0

26．5

83．3

62．0

26．2

96．2

9．2

4．3

38．0

5．4

LO

6．1

12．4

…

1L8

一

58．2

一

一

56．2

2．8

23．8

78．9

77．2

36．2

95．9

9．2

7．0

22．8

8．8

1．0

5．5

14．1

－

16．4

一

61．5

－

－

38．6

3．1

（溢三）　　1．　鉦環ラ宅　　2．　自家ξ肖肇を　　3．　種子屠　　4．　自糸合食司料

（出功テ）　｝玉．Spr呈ewa韮d，　a．　a．0．，　S．58a．

　まず驚かされるのは穀物とじゃがいもの販売率（これには義務供出分をふくむ）が20％から30％

台ときわめて低く、自給飼料胴として60％近くも経営内で消費されていることである。じゃがいも

については、当蒔の緬格水準では梢対的に収益性が低く、農民は通常、供出義務を達成した超過分

は基本的に自給飼料胴　　とくに養豚一に利用した。鷺類はほぼ80％以上が販売、独料植物は7◎

～ 80％が販売に向けられた。油料植物は湖旨不足のもとで自家消費分の比率も高い。醗菜は豪縛、

糖みつSirup生産用として高価格であり、単位薗積あたりの収量も上昇していたので収益増大のた

めの格好の作物であった。しかもそのしぼりかすAbfallprodukteが製糖工場よ｝）返卸され畜産（こ

とに牛）の飼料として重要な意味をもち、酷菜そのものが直接飼料に向けられるのはわずかであっ

たために、販売率は96％ときわめて高く、かつ安定していた。

　　　3．農業所得

　さて、新農民経営の経営構造分析のまとめとして、簿記調査結果の申心ともいえる農業根収入

Erl6seおよび費用、農業所得をみておこう。

　第lll　－3表にしめした農業粗収入には農産物販売額のみならず現物自家消費・自給飼料分および

保有分の変化（とくに家畜）Bestandsvertinderungenがふくまれている。この場合も調査年度に

よって調査戸数が異なるので単純な比較は危険であるが、基本的な推移については十分検討にあた

いする。

　1950／51年度には不作のため自給飼料が不足し、その結果として畜産の停滞となってあらわれた

ために農業粗収入は前年度の農用地1ha当り1，255。4マルクから1，098．8マルクへ後退した。しか

し51／52年度には1，455．5マルクへかな｝）大1｛」な上昇となった。これは畜産物の販売額の上昇によ
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るところが大きい。すでにみたように51／52年度にはヴェルエッツ村の新農民経営の家畜保有はか

なり高水準にたっしており、その結果として畜産物の販売額の伸びとなったのである。

第1琵一3表 農業粗収入（農産物販売額および保有分変化、自家消費、麹給飼料分換算）

（農用地1ha当リマルク〉（5－20ha層について）

1949／50 50／51 51／52

　　　　　　粗収人合計にマルク　　　　　　しめる比率％

マルク糠臓
　　　　　　粗収入合。トにマルク　　　　　　しめる比率％

穀　　　　　　物 105．6　　　8．4 109．5　　10．2 136．0　　　9．3

豆類・油料植物 32．3　　　2．6 27．6　　　2．5 33．4　　　2，3

じ　ゃ　が　い　も 24．2　　　1．9 77。3　　　7．1 77．9　　　5，3

雄　　　　　　菜 88．7　　　7．1 124，1　　　11．3 140．6　　　9，7

野　　　　　　　菜 37．9　　　3．0 26．7　　　2．4 44．6　　　3．1

その他耕種作物 45．6　　　3．6 12．4　　　L1 14．2　　　1．0

耕　種　作　物　計 334．3　　26。6 377。6　　34．4 446．7　　30．7

役　畜　販　売
＿一

IL7　　　L1 5．3　　　0．4

牛　　　販　　　売 58．7　　　4。6 66㌔3　　　6．0 75．5　　　5．2

牛　　　　　　　乳 106，5　　　8．5 96．5　　　8．8 189．2　　13．0

羊　　　販　　　売

一一 一一
0．8　　　0

豚　　　販　　　売 247．8　　19．7 185．4　　16。9 292．8　　20。2

仔　豚　販　亮 44．7　　　3．6 16．5　　　1。5 56。8　　　3．9

鶏　　　・　　　卵 7．4　　　0，6 16，4　　　L5 26．7　　　L8

その他畜産物 0　　　　0 3．4　　　0．3 L7　　　0．1

畜　産　物　計 465．1　　　37．0 396．2　　36．1 648．8　　44．6

そ　の　他　販　売 82．9　　　6．6 8．0　　　0．7 15．4　　　L1

保　有　物　変　化 十211．1　十16．9 十166．3　十15．1 十144。6　　十9．9

慮家消費・自家飼料 162．0　　12．9 150．7　　13．7 200．0　　13。7

粗　収　入　合　計 1，255．4　　100．0 1，098。8　　100．0 1，455．5　　100．0

（出醍）　｝｛．Spr三ewa垂d，　a．　a．0．，　S．61a。

　畜灌物販売額は396。2～648．8マルクの変化で、粗収入合計にしめる比率では36．1～44。6％に

たっし新農民経営にとって最も重要な収入源であった。畜産物のなかでは豚の販売のしめる比率が

大きく仔豚をも含めると201．9～349．6マルクと畜産物計の過半をしめる。豚販売額に年度によっ

て大きな差があるのは豚肉生塵のための穀物・じゃがいもの自給飼料化量の変化と豚肉価格の変動

によるところが大きい。ついで牛乳の販売がますます重要になってお｝）、1950／51年度の96．5マル

クから51／52年度には189．2マルクに上昇し、粗収入合計にしめる比率でも13％にたっするほどに

なった。新農斑は牛肉生塵（販売額は58．7マルクから75．5マルクにやや上昇したものの粗収入合計

にしめる比率ではむしろ後退している）よりも牛乳生塵に重点をおいていた。鶏、卵の販売額の地

位は低い。
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　耕種部門は334．3マルクから446．7マルクへ販売額を上昇させつつも、粗収入合計にしめる比率

では30％水準に停滞している。耕種作物のうち販売額の大きいのは穀物と甜菜である。甜菜はその

大部分が直接販売され、収入源としての地位は穀物と並ぶほどになっている。じゃがいもの販売額

が1949／50年度に比べてのちに2ヵ年に3倍増になっているのは、種イモの販売率が高ま｝）領格条

件が良好であったことにある。豆類・油料植物・野菜についても無視できない牧入源であった。

　農業粗収入なかんずく販売額の増加にともなって農業費用Kostenの増加も顕著であった。費用

総額は1949／50年度から51／52到三度までに243．5マルクから536．7マルクに倍増している。この費

用増は経営集約化と結びついている。すなわち耕種部門で直接に生産を高める費用は集約化に照応

して…慣して増している。種苗代の17マルクから81マルクへの大巾増はとくに種じゃがいもの購入

増によるものであった。化学胞料の購入も漸次増加した。MASの賃料（dle　Kosten　ftir　die

Inanspruchnahme　der　MAS）もMASの機械利灘増をしめしている。

　家畜購入費もまた大巾に上昇している。これはひとつには、1950／51、51／5211量i1年度にそれぞれ

’lz均32．3、34，4マルクの役馬、51／52年度に66マルクの仔馬購入Fohlenzukauξによって牽引力

の強化をめざしたことの反映であり、他の颪では用畜（とくに牛）の購入増によるものである。畜

産の強化にともなって、購入飼料代さらにその他費贋にふくまれている獣医費Tierarztkostenも

上昇したのはやむをえないことである。

　新農民経営では雇用労働力は基本的に季節労働に限られたから、賃金・社会保障費は1951／52年

度にも約60マルクどまりであって、費用合計にしめる比率も低下傾向にある。利子Zinsenが25～

28マルクとコンスタントに支出されているのは、新農斑に対する長期償胴一織農畏の住宅・畜舎

など建築融資B鍛kredite（3％利子〉が大きい一の利子が主である。（この時期にヴェルニッツ＄サ

第m－4表　農業費用（農用地1ha盛リマルク）（5－20ha層について）

1949／50 50／51 51／52

マルク
費鰐合計【こ

しめるlki＄1％ マルク
　費舞1合、；トに

しめるナ七率％ マルク
費用含、諺‘に

しめる牽と率％

種 子 ● 苗 代 17．1 7．0 59．5 13．0 81．2 15．1

化 学 肥 料 代 39．8 16．4 72．9 16．0 90．1 16．8

飼 料 代 12．8 5．3 9．2 2．0 28護 5．3

家 畜 購 噌

人 費 1LO 4．5 87．6 19．2 86．3 16．1

燃 料 光
戯
’
畳
㌧
、 費 ユ3．1 5．4 27．6 6．0 27．6 5．1

M A S 賃 料 7．6 3．1 14．5 3．2 24．6 4．6

建物・ 機械器異等維待費 43．6 17．9 55．8 12．2 62．8 1L7

賃金 ・ 社
ム
訟 保障 費 48．0 19．7 59．9 13．1 60．3 1L2

そ の 他 25．3 10．荏 42．0 9．2 婆8．2 9．0

利 子 25．2 10．3 28．0 6．1 27．5 5．1

…「一買「 一 7 置…

費 用
ノ
x
資 計 243．5 100．0 喋57．0 100，．0 536．7 100．0

（出戸斤〉　　｝1．Spr量ewal（圭，　a，　a，0．，　S．62a．
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の新農民は総額5，300～16，762マルク、農用地欝a当り579～1，831マルクの長期信用借入をおこな

っていた。）

以上の農業粗牧入および費用にもとずいて算撮されたのが農業粗所得Bruttoeinkommenである。

（第1難一5表）

第III－5衷　農業粗所得（マルク）　（5－2蝕a層について）

　
　

　
　

　

り
り
％

毫
当
ー

雛

㎏

入

1
1
叉

地

地

珪

朋

粥
粗

儂
儂
叢

入

屠

農

　
　
／

収　

費
用

犠

費

業

叢

業

農

農
農

農業糧所得
農胴地1ha編り
家族労働力1人当り

労働蒋間1時關豪1）

1949／50 50／51 51／52

1，255．4 1，098．8 1，喚55．5

2婆3．5 457．0 536．7

19．4 41．6 36．9

1，0U．9 641．8 918．8

2，592．7 1，915．7 2，337．2

L20 0．79 1．11

（liitiassc）　｝｛．　Spriewald，　a．　a．0．，　S．63．

新農畏経営の農業費用のなかには先行投資的な支出がしめる沈率が高い 家畜購入費など

ために、また経営集約化の上昇に照癒して費嗣の粗収入にたいする比率が1950／51年度41．6％、51

／52年度36。9％と49／50年度にたいして大きく上昇している。その結果、農業粗所得（粗収入一慧を

嗣）は51／52年度には前年度と圭ヒ較すれば図復したものの悟均918．8マルク（農稽地1ha当り）で

あった。問年の家族労働力1人あたりの粗所得2337マルク、労働時間1時間あたり1．11マルクなど

をも考慮すれば、ヴェルニッツ村の新農民経営の事均的農業所得水準は、東ドイツ金閣新農民経鴬
　　　　　　　　　　　　　　　　　㈹
のなかでも優れていたとされている。

〈注〉

縣）ヴェルxッツ轡の調査糸吉果は以下の諸論文で発表されている、

　①　Pr・f．　Dr，30achim　Senfie・vald，　Die　Entwicklung　der　Neubauernbetriebe　im　Beispielsd・rf　Wernitz，　in　：

　　Die　deutscheLa籍dw三rtschaft，　Nr．11．1952，　SS．572－576．

　　　これは195G／51年度（1950年7弩1N　－5111z　6溺30日〉における農業欝記調査C対象13辮〉糸霞果の分析である。

　②Pr・f。　Dr．　Joachlrn　Sennewald，　OrgaRisatl・n　und　Leistungen　der　Neubauernbetriebe　im　Beispielsd・rf

　　Wernitz　im　W圭rtschaftsjahr　1951／52，　in：Wissenschaftliche　Zeltschrift　der　Hu［nboldt・URiversittit　zu

　　Berlin，　Jg．1玉1952／53，　Mathematisch・naturwissenschaftliche　Reihe　Nr．5，　SS．85－89．

　　　これはうえの①論文につづいて195i／52年度の農業欝言己綱査（対象15｝1：fli＞結果の分析である。

　③Dr．　agr．　Gerhard罎韮ler，　Die　betrlebswirtschaftllchen　Verh田tnisse　ln　21　kleinbauerlichen　Betrieben

　　des　Beispielsdorfes　Wernitz，　Kreis　Osthavelland，　unter　Bergcksichtigung　der　Zusammenarbeit　mit　der

　　MAS，　in：Wissenschaξtliche　Zeitschrift　der｝至umbo】dt・Universi蹴zu　Berlin，　Jg．　III　1953／54，

　　Mathematisch・naturw三ssenschaftliche　Re三he　Nr．2，　SS．177－218．

　　　これはうえの簿紀調査結果とは別個に1949－51年，（暦年〉の3ヵ年にわたっておこなわれた｛剛｝1調査結果の分

　　析である。ほぼ全戸が調盗婿象となったが蓄続議度の高い21戸が分析対象とされている。なお土地改革による没収

　　農場の経鴬構造についての紹介が添附されている。

　④　Dr．　agr．　Korst　Spriewald，　Die　Entwicklung　des　NeubauerRdorfes　Wernitz　von　der　Bodenreforrn　bls

　　zum　vol韮genossensc熱aftlichen　Dorf三n　betriebswirtschaftl三cher　Binsicht，　Habllitationsschrift　Humboldt・
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　　Univers三tat　zu　Berlin，　Ber1三n　1962．

　　　これは諭文表題にみられるとおり、1％9年にはじまる簿記調査結果を王960年まで追跡したもので、1951／52年

　　度については大農経営の経営構遺をも比較分析している。

（2）ヴェルニッツ村はベルリーンの顯方約2舷mに位潰し、郡都ナウエンNauenには6kmと、近郊農村として立地条

　件にはめぐまれている。人口は1939年280人、1950年には移1主暫の増加で540入にふくれあがった。標高33－45m、

　耕地の肥沃度は巾位（Ackerzahlenは24　一一　68＞、年間事均気温82℃、’｛z均雨量522m鵬．　Vgl．　G．　MUIIer，　a。　a．0．，

　SS．179～181．

　　なおヴェルニッツ村の土地改革についてはG．魑翻er論文に依拠している。
（3）　Vgl。　G．　Mifller，　a．　a．0．，　S．182f．

（4）　H．D6ring，　Von　der　Bodenreform　zu　den　Landwirtschaf£lichen　ProduktionsgeRossenschaften，　Berlin

　1953，S．105

（5＞　G．Mifller，　a．　a．0．，　S．182．

（6）ZKEとは牽・｝｛力換算単位Zugkraftelnheit，甲級の重量の馬を1．00とし、たとえば牛は0．50、乳牛0．20などの換

　算攣である。　Vgl．　Brockhaus　abc　Landsvirtschaft，　Leipzig　1974，　S．1262．

（7）　G．MUIler，　a．　a．　O．，　S．179．

（8）農産物蔀分供嶺制については次を参照。

　　Werner　Linek，　Dle£ntwicklung　von　Erfassung　und　Aufkauf　landwirtschaftlicher　Erzeugnisse　in　der

　DDR，　Ber］in　1965．

（9）　VgL　G．　Mtiller，　a．　a．　e．，　S．186．

（10）以下は荊掲｝｛．Sprlewald論文による。

（11）　G．MUIIer，　a．　a．0．，　S．199．

（12｝　Ebenda，　S．199．　　　　　　　　’

（13）　H．Spriewald，　a．　a。　O．，　S．33．

（14）GVとは大家蓄換算単位Groβviehei紬elt．生ぐ本重500kgをlGVとする。

（15）　K。Spriewald，　a．　a．　O．，　S、22f．

（16）　G．蟹麺1韮er，　a．　a。0．，　S．207f．

（17）　H．Spriewald，　a．　a．0．，　S，40f．

（18）もちろん、小稿にかかげた経営結果は新農民経営の’F均数値であって、それは腎；三均的経営像のスケッチにほかな

　らない。すでに東ドイツの研究者も指摘しているように、1950年代初頭には新農疑経営の全f本としての経営安定化

　とならんで階層分化傾向も顕著になりつつあった。とくにヴェルニッツ村においては畜産部門の拡大をてこにして

　集約化が薗進したこともあって、新農民経営麟内部にあっては、し吟勾的な経営構造の分析では聞題の本質をさぐれ

　ないほど経営間の格差が発生しつつあったと考えられる。注Wl）で紹介してProf，3．　Sennewaldの2つの論文はこ

　の闘の事情を示している。いずれ稿をあらためて検討したいD

（1977．　6．　25）
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